















































































































































































































































































































































































































































































































































































デュポン（1920年） 2534 94．0 146 31，000 9，764
G　　M（1920年） 604£ 5673 439 8q612 3q894
スタンダード石油（1925年） 1．3692 1，145．5 1112 103，719 26829
うち国内52497
シアーズ（取扱高）（1929年） 251．8 415．4 30．1 41，751 18222
同一時点（1925年）における各社の規模
デュポン 305．7 8 24．0 14，000 13ユ55
G　　M 7038 734．6 106．4 83278 50，917
スタンダード石2由 1，369．2 1，145．5 1112 103，719 26，829
シアーズ（取扱高） 168．0 243．8 21．0 23，193 5，965
資料，デュポンとGMに関する数字は各社の年報による。ジャージーについてはGibb　and　Knowlton，
Resurgent　Years，　pp．670，672～673，686による。
シアーズについてはEmmet　and　Jeuck，　Catalogues　and　Counters，　pp．595，　650，　657．
＊デュポン社の1925年年報には売上高が記載されていない。1924年の純売上高は90．9（100万ドル），純利益は
　17．0（100万ドル）であった。
（出典）A．チャンドラー著「経営戦略と組織」（三菱経済研究所訳）63頁。原著50頁。
2）デュポン
　デュポンとてアメリカ全土，28州に85の工場を保有し，その製造品目でさえも1200種にの
ぼり，一時期，デラウェア州の人口の3分の2はデュポン社とかかわって仕事をしているとさ
えいわれたほどの企業である。この会社の基盤をつくったのは19世紀を通じて火薬であった。
戦争の度ごとに巨大なビジネスを行ったのだ。勿論爆薬は鉱山の開発，鉄道敷設工事でも多
く使われた。しかし，何よりも戦争で潤ったのである。
3）スタンダード・オイル
　スタンダード・オイルの巨大さは一体どう捉えるべきなのか。A．チャンドラーは次のよう
に述べている。「旧スタンダード石油会社は，大規模な多角経営会社であった。U．S．スチール
が設立されるまでは，同社は米国最大の会社であり，1902年以降でも第2位の地位を占めて
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いた。ところが，1930年代以前のUS．スチールと違って，この旧スタンダード石油は，法律
的には持株会社であると同時に事業会社でもあり，経営管理面からみると，一部分は企業連合
体であり，他の部分は合併企業であった。同社はニューヨーク市のブロードウェイ26・番地の
事務所から，部門組織と子会社を通して，世界各地に分散している精油所，油田，パイプ・ラ
イン，タンカーなどを管理していた。ブロードウェイ26番地の最高幹部は，このような単一
職能部門の業務ばかりでなく，販売，精製，時には輸送施設部門といった多数の職能を備えた
子会社の業務をも管理してゆかなければならなかった。」55）スタンダード石油が占めていた市
場占有率は，1880年にアメリカにおいてそれは90％に及んでおり，1911年の解体後，それが
60％あるいは65％に減少した，－56）と，シャーマン法が何故アメリカにおいて最初に発効する
こととなったか，知るというものではないのか。傘下にもっていた工場，精油所勿論直営
の事業所も世界各地にもっていた。加えての子会社もその傘下にもっての組織再編という名の
企業戦略である。それは他社の存在を問うどころではない。このタコの足のように世界各地に
散在する事業所会社を一つにまとめあげるか，その一点だけが，この会社の“課題’だった
のではないのか。
　ダニエル・ヤーギンはその著「石油の世紀」（原著名はThe　Prize）で意味じくも述べてい
る点に，私は注目したい。
　「スタンダード石油の難攻不落の城を切り崩したのは，メキシコ湾沿岸とアメリカ大陸中央
部の新油田の開発だった。原油の供給が増え，重油とガソリン需要の急速な増加がスタンダー
ドの新しい競争相手を続々と生んだ。ウィリアム・メロンはスタンダード石油に遠慮し，『失
礼ですが』と気を使いながら仕事をしたが，彼らはもうスタンダードにも，他の誰に対しても
遠慮しなかった。それでも，スタンダード石油の売り上げは絶対値では上昇していた。」57）ス
タンダード石油にあってのライバルにたしかに同業他社が入ってくるであろうが，新油田こそ
がライバルであったという指摘である。これとてやはり企業戦略ではないのか。たしかに同一
産業部門にあってほぼ市場占有率を分け合って拮抗関係にある同業他社は企業戦略として当面
のライバルである。したがってしのぎをけずるのは当然である。これぞ企業戦略である。しか
し，ここにみる大油田の登場，供給源の拡大，これを新規参入とみるか，企業戦略としても新
たな思わぬライバルではないのか。それはスタンダード石油にしてみれば，向かっていかざろ
うえない。策を練り直さなければならない“相手”ではないのか。これとて企業戦略であろう。
企業戦略は企業活動のあらゆる面で展開される。
　「メキシコ湾岸の石油の爆発的な増産の結果老舗，スタンダード石油は原油生産面に持っ
ていた支配力を失った。価格を決める力もなくなる。同時に外国の油田の開発はスタンダード
の国際市場の支配力も弱めた。外部から見ると，スタンダードが依然難攻不落と思えたことも
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ある。しかし，老舗の内部では誰もそうは考えていなかった。」58）企業戦略がここからも知る
ように市場での支配力をめぐってのせめぎ合い，葛藤ぶつかり合いであることは認めるので
はないのか。スタンダード石油には，このようにみてくれば，その実質においては依然として
敵ではなかったということであろう。それほどの絶対的地位を占めていたのである。
4）シアーズ・ローバック
　シアーズ・ローバックはアメリカ全土を相手に通信販売，カタログ販売を通じて，小売業界
では勿論飛び抜けた存在へと急成長した企業である。1920年代にあってもアメリカ上位企業
の売上高で20位，30位以内に入っていたビッグ・ビジネスである。いわば，当初にあっては無
店舗販売の小売業である。開拓地の村の雑貨屋にカタログが置かれている，それを使って注文
し，郵便局に受け取りに行く。開拓時代のアメリカの原風景といってよい。たしかに先行する
カタログ販売の会社モントゴメリー社があったが，時計の通信販売から始めたシアーズがその
修理工，ローバックと手を組んで種々のアイデアを投入して規模を拡大させた。友人，ゴール
ドマン・サックスの助力も大きかった。さらに大学卒の人材を大量に採用し，彼らを大いに活
用したことにも拠っていたのか。この会社とて，長くライバルなしの，市場を一人占めしてい
た企業であったといってよい。
5．計画一戦略論
　1916年tH．ファイヨールは述べていた。
　「『経営とは計画である』という諺によって，実業界での計画がいかに重要視されているか
を理解される。そして，計画が経営のすべてではないにしても，少なくとも本質的要素である
　　　　　　　　　　　　　N　　s　　N　　Nことは間違いない。ここで，計画するとは，将来を予測して同時に将来に備えることを意味し
ている。計画するということはそれ自身すでに行動することなのである。」59）A．チャンドラー
は述べた，企業の拡大を計画し，実施することこそ戦略（Strategy）という，と。ここでのH．ファ
イヨールの計画の内容といったいどれほどの差があるというのか。私は同一である，H．ファ
イヨールの計画を戦略といいかえたにすぎないといいたい。何故こだわるか。Aチャンドラー
以降展開された戦略論がいかにこのA．チャンドラーの定義に拠ったことか，敢えていえばし
ばられたことか，である。しかし，こだわるとするならば，われわれはむしろ，H．ファイヨー
ルにまで戻るべきではないのか，といいたい。H．ファイヨールの把えていた計画から戦略論
の戦略はどれほど出ていたのであろうか，と。より厳密にいえば，H．ファイヨールは
Pr6voyanceを使っていたのであるから，これまでも多く使われていた予測でも十分と思う。山
本安次郎は，敢えて計画を使ったことに「内容に即して」60＞と断っている。6D
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　「計画にはその利用にも無限の機会があり，また表現にも無限の方法がある。しかし，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コし　　N　　　N　　　N主要な表現その感度の鋭敏な標識最も有効な手段は，活動計画である。」62》さらにいえば，
ここでの活動計画とて，他社の動向をうかがっての計画ではない。自社のみのことを考えた，
自社のみのことを考えるだけで十分な，自社中心に立案した活動計画である。計画なのである。
さらにいえば，それでもH．ファイヨールが自らかかわり，計画の重要性を説くことが出来た
産業分野鉱山業を背景にしての計画の重要性を説く主張である。それはかれの管理論が何よ
りもこの計画の立案の意義を個別企業が持ち得る，持つことができる，立ててもそれを有効に
使うことができる，意味があると認めたからにほかならない。市場の波にさらされてしまえば，
いかに緻密に練り上げた計画であっても，市場が全く読めない状況が続いていたならば，それ
は不可能だったにちがいない。認可制の下での半ばカルテルに近い状態がとられていた当時の
フランスの鉱山業にあっては，それが可能だったのでもある。63）得がたい，誰もが持ってい
るわけではなかった貴重な体験をH．ファイヨールは持っていた。鉱山専門学校を卒えてから
そのまま飛び込んだ世界である。そして昇進昇格の末，社長にまで昇りつめ，しかも30年と
いう長期に及んでこの席に就くという豊富な経験を持っていた。彼は何しろ10ヵ年計画でさ
えも立てることができる，としていたのである。an）
　　N　　　N　　　N　　　N　「活動計画は，目的として追求されたる成果であり，同時に従いゆくべき活動方針であり，
超えるべき段階であり，とるべき手段である。それは一種の未来図で，近い将来の出来事は，
これをどう見るかに従って，ある程度明瞭に描かれており，近い将来の出来事は多かれ少な
かれ漠然と表現されているのである。それは一定の期間について予想され準備された事業経営
の歩む姿である。」65）簡潔に示されたここでの指摘について，何一つ説明を加える必要はない
のではないのか。だが，繰り返しておきたい。活動計画も，活動方針も，描かれる未来図もす
べて自社のみのことを考えての，自社中心に見ての描いた“姿”である。
　「活動計画は次の諸事実を基礎としている。すなわち第一に，企業の保有する資源（土地・
建物・設備などの不動産機械・器具・原料・資金などの動産従業員，生産力，販路社会的諸
関係など），第二に，現に営まれている事業活動の性質と重要性，そして第三に，将来の可能性，
すなわち部分的には技術的，商業的，財務的ならびにその他の条件に依存しているところの可
能性で，これらすべては変化の重大性もその起こる時も前もって決定することのできないよう
な変化にさらされているものである。」66）たしかに，われわれとて新しいもの，新鮮さに惹か
れる。追いかけたくなるというもの。新しい見方，主張，理論に出会ったときの興奮は忘れら
れない。また追われる側にまわってみたいものとも思う時がないわけでもない。しかし，歴史
に少しでもかかわってきた者からすると次の一言は重い。太陽の下に新しいものはない，と。
われわれの取り組んでいる経験科学は歴史科学でもある。やはり先人のなした業績については
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やはり大切にすべきではないのか，と。どれだけのことがなしえたかと思うと，身のすくむ思
いに駆られる。一歩でも踏み出したものか，と。歴史は宝庫ではないのか，とさえ口にしたく
なるというもの。
　ここでの活動計画が企業にとってきわめて重要であること，しかもそれは決してやさしい仕
事でないことも説いた。そして全社にかかわることであるとしながらも「管理的」機能がとく
に重要であるとも説いた。67）それが管理する者にとっては手がかりであり，それを基にして
組織化も，調整も，統制することもできるとみていたからにほかならない。それはかれの管理
論に結びついていくところでもある。
　さらにいえば，この計画には，統一性，継続性，そして正確性をも持つことを説いていたの
でもある。したがって，かなりの長期的な視野に立っての企業の維持，存続がみえてくるとい
うものであろう。ここにも会社それ自体観に立つ企業観をみることができると思われる。法人
実在説である。
※
?
　A．チャンドラーは「経営戦略と組織」を何故取り上げたか，その動機と方法についての最
初の部分で，工業企業（industrial　enterprise），つまりは，メーカーの企業戦略と組織の変遷
に関心を向けたことにふれながら，次のように述べている。「製造，販売，資材購入，財務あ
るいは管理など，企業の活動分野はなんであろうと，同じ活動を異なる企業が遂行するやり方
を検討することは，同一の企業がこれらすべての活動を，どのように遂行しているかという研
究に劣らず，値打ちがあるはずである，というのがそもそもの発想であった。」ce）企業活動に
共通する活動について異なった業種についても普遍化して把えることによって，つまりは比較
研究を通じて，一般性をみることができるのではないのか。そのかぎり，A．チャンドラーは
具体的な現実に活動している企業の実像の中から比較研究を試みたのでもある。「アメリカの
経営者たちがt永年この活動に処してきた方式が，もっとはっきり示されることになるであろ
う」69）とまで述べているところをみれば明らかに，A．チャンドラーはもっと多くのことを
求めていた，アメリカの経営者にみる行動様式にみる一定のパターン（像）を描き出すことがで
きるのではないのか，取り出すことが可能とまでみていたのではないのか，その共通項に彼は
経営管理Administrationをみた。70）「戦前には巨大企業の経営者だけに限られた複雑な管理問
題に直面することになった。」71）第二次大戦後のアメリカ経済の急激な成長によって，そのこ
とは同時に企業活動をも巨大化，複雑化することによって，共通のテーマに上ってきたこと，
のみならず，企業に限らず，他の組織にあっても巨大化し，そこでは同様に管理問題が取り上
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げられることとなっているではないか，しかし，それにひきかえ，研究のレベル，こうした大
企業の実証データを提示することについてはほとんどなされていなかったのではないのか，
と。そのこと自体意義のあることそれについては決して否定するつもりはない。しかし，ここ
でのA。チャンドラーの目は終始大企業の企業管理に，つまりは当初より企業内に向けられて
いたことである。テーマに戦略，Strategyを取り上げながらも，その目は競めぎ合う市場での
戦略そのものにではなく，戦略を前提にしたうえでの組織に，組織の在り方に，その組織変更
にこそ目は向けられていたとみるべきではないのか。すでにその時点で焦点はしぼられてい
た。なおその焦点をInnovation（経営革新）に向ける。「歴史を顧みると，管理者
《Administrator》というものは，強い圧力が加えられないかぎり，めったに日常業務と権力
の座を変えようとはしないのである。したがって，新しく設けられた管理方式とその運営方法
を研究すれば，その企業の内外に起こった緊急な必要《needs》と機会《opportunities》が明
らかになるはずである。このような管理形態を研究してゆくうえで，アメリカの企業のなかで，
もっとも大きく，また複雑な企業の管理組織を研究することが，最もみのり多いように思われ
る。」72）安定した日常業務と変わらない権力の座をここでA．チャンドラーはみているが，それ
は市場での，競争にあっても安定的な地位を確保している大企業についてこそ特異な，そして
固有な現象であっても，市場経済のメカニズムの中で競合しているどの企業にも妥当というの
は，やはり無理があるのではないのか。
　たしかに，A．チャンドラーは「大企業体の管理組織とは，一体どんなものであり，また誰
れがその革新の中心となっていたのであろうか」73）というが，敢えていえば，彼の目は，大
企業の中のより大企業に向けられていたというべきであろう。そこで取り上げられたのが分権
制組織から成る事業部制組織であった。「この型の組織では総合本社《General　o伍ce》は，い
くつかの現業事業部《operating　divisions》の業務を計画《plan》，調整《coordinate》，評価
《appraise》し，また必要な人員，設備，資金その他を各事業部に割当てている。」74）そして
この分権制を最初に編み出した企業としてE．1．デュポン・ド・ナムール，G．M．，スタンダード・
オイル，そしてシアーズ・ローバックの4社がその代表例として取り上げることとなる。75）
いずれもが第一次大戦後の，1920年代にこの事業部組織を採用した，と。76）アメリカ大企業
の中でもこれら4社は草分けであった，と。しかも彼A．チャンドラーは強調する。「この研究
にとって重要なことは，これら4社の幹部達が，それぞれの新機構を，相互の間でも，又はそ
の他の会社とも，全然無関係に作り上げたということである。そこには模倣はなかった。各社
とも，自社の問題は独特のものであり，その解決方法は，大企業を管理してゆくうえで，全く
斬新な方式であると考えていた。そしてこの経営革新は，やがて多くのアメリカの会社の改革
の手本となった。」77）分権制組織事業部制の進展をみたことについて，そこには相互の問に
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模倣のなかったこと，ほぼ同時期に，期せずして同様の組織改革が企てられ，実施をみ，それ
がアメリカ全体へと普及していったことを彼は重視している。
　ヨーロッパにおいては，イギリス，ドイツ，フランスなどについてみた場合，政府組織や軍
隊において，巨大組織での官僚制組織の発達，浸透をみている。それはアジアでの中国や日本
の場合とて同様であったということができる。しかし，植民地を基盤に広大なアメリカにおい
ては，州レベルでの行政組織の徹底ははかられても，国家体制としてみればその組織化は必
ずしも十分に発達をみていたわけではなかった。そこがアメリカのちがいでもあったというべ
きであろうか，巨大組織にかかわる分権化とて大企業から動いたのでもある。
　A．チャンドラーは，この事業部制組織を明確にするために，改革前の組織とその企業の全
貌を把えること，さらに企業の発展との関連，さらにその企業が主として経済活動を行なって
いる場である「アメリカ経済全体の変動　とくに当該企業の製品需要に影響するような変化を
反映してきていることである。第4に，組織再編成は，それが実施された時期の合衆国での管
理技術の状態にも影響されている，」78）とみた。したがって，特にここでの第3と第4につい
ては，「アメリカの企業経済史（History　of　the　American　business　economy）についての広い
知識の必要性を訴えている。79）経済活動にかかわる事業体をそのマクロの経済活動の中で，
その動きの中で，という点に重点をおけば，やはり企業経済史であろう。A．チャンドラーは，
「制度《lnstitution》としての企業の歴史，しかも近代的な諸制度の中で決定的に重要な制度
の歴史についての，一般的な法則」80）樹立を試みる材料が得られるのでは，と説く。
　こうした点を明らかにする意図をもってAチャンドラーは，アメリカでの大企業とみなさ
れていた20世紀での約100社を詳細に検討することから始めて，かなり徹底した実証分析をこ
こで試みる。場合によっては個々の企業の内部資料にまで及んでの分析を加えている。それは
誰もが行なっていたということではなかった。たしかに膨大な資料を駆使しての展開は，
Aチャンドラーの研究の特徴であろう。この姿勢はその後も「スケール・アンド・スコープ」
にまで続いてとみることができる。
　「これらのデータを用いて，基本的かつ近代的なアメリカの制度としての大企業の歴史につ
いて，若干のことを述べたい」81＞それがA．チャンドラーの意図だったという。さらに経済管
理史も明らかになるのではないのか，いやさらにはここで取り上げることになった企業の個別
の歴史も明らかにできたのではないのか，と。
　「この物語が明らかにしていることは，デュポン，GM，スタンダード石油《ニュージャー
ジー》およびシアーズ・ローバックが，何がゆえに事業を拡大し，何がゆえに新しい職能を採
り入れ，何がゆえに新しい事業分野に乗り出して行ったか，そしてこれらの動きが，何がゆえ
に新しい管理機構を必要としたのか，ということである。」82）
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　「企業の業務を調整し，評価し，計画する場合に，また企業の経営資源《resources》を割
当てる場合に，経営者がくだす決定および行動と命令を意味する」83）ものとしてここで「経
営管理」《administration》を使っている。「大会社では，経営管理は専門化され，専任の仕事
になっている」an）そうした独自の分野であること，したがってこの点こそ業務にかかわるこ
とならすべてを数人でこなさなければならない小企業との決定的な差であることも説く。分業
化，細分化されそして専任の人間が張りつく。「第2の命題は，経営者は企業の業務活動を調
整し，評価し，計画するときに，二つの型の経営管理の職務を処理しなければならない。」85）
※ ※
　チャンドラーは何故20世紀初頭の最大の企業とされたUS．スチールを取り上げなかったの
か，疑問が残る。彼がいう当時の典型的な工業企業，industrial　enterpriseではなかったのか。
しかもUS．スチールはA．カーネギーが実権を握っていた時には合併・買収を繰り返して巨大
化した，多彩な事業部から成り，事業部制をとることが最も求められていた企業である。何故
か。疑問は残る。何故A．チャンドラーの狙上にのらなかったのか。
　「巨大企業の管理の変革の原因《why》，目的《what》方法《how》について理解するには，
会社それ自体の内部に立ち入り，王国建設者や組織計画者たちが，いかにして新しい戦略を打
出し，実施したか，またいかにしてそれに相応する新組織を作り出したかを観察して，はじめ
て可能である。」86）U．S．スチールはまさに20世紀の初め，1901年にその統合をみて成立した時
使用総資本額14億285万ドル，粗鋼生産でのアメリカ全体の43％を占めていた巨大企業である。
19世紀からの鉄道の時代がつくりあげたリーディング・インダストリーでもあった。勿論
船にも，兵器にも結びついていた。A．カーネギーが中心となってまさにM＆Aを繰り返しなが
ら巨大化した企業でもある。何故A．チャンドラーは視野に入らなかったのか。
6．チャンドラー・モデル
　レズリー・ハンナは述べている。
　「彼らは，一国の経済成果の中核は製造業にある。製造業の組織及び技術能力が最も効果的
に開発されたのはアメリカとドイツであり，つい最近では日本である。」87）ここでLハンナが
いう「彼ら」とは新正統派＝チャンドラー学派をさすとしている。「戦略と組織」ではたしか
に商業分野でのシアーズ・ローバックが取り上げられているが，中心が製造業，とくに大規模
な，なおいえば私は当時のアメリカにおいてのみならずT世界的にみても図抜けた“巨大企
業”であったことを思えば，“スーパー・メジャー”とでもいうべき企業を対象としていた，
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とみるべきであろう。たしかに資本主義の興隆期に株式会社形態をとって企業の巨大化をおし
進めたのは鉄道であり，船舶輸送であり，銀行であり，百貨店や保険倉庫などにもみる。し
かし，新しい価値を生み出すことにおいて広く製造業全般がそれ以前の農業，鉱業などに比し
て大きな意味を持ったことについては，誰れも否定しないのではないかと思われる。
　「また国家は，現代的な軍事関連の製造技術にも重要な支援をしている。だが驚くべきこと
に，新正統派の議論には，概して，国家と労働市場は欠落しているのである。」99）この点につ
いては，ここでの指摘の通りと思う。しかし，A．チャンドラーが「戦略と組織」で取り上げ
ていたかぎり，そこでの例にあがっているビッグ・ビジネスにとっては，国家は“顧客”では
あっても，技術や経営管理にかかわって国家の支援を受けたことは，おそらく“事実”として
もほとんどなかったのではないかと思われる。むしろ，比較研究で，ドイツ，フランス，日本
を比較として取り上げると，そこでは“後進国型”にあってはいかに“国家”の支援が大きかっ
たか，かえってその差が歴然とするところであり，そのまま一般化することがいかに“限界”
があるかを知るべきであろうと思われる。
　国家と並んで「労働市場」についても欠落している，と。89）労働市場のみにとどまらず，
資本主義の興隆期に生ずる深刻な社会問題はその多くが“労働”にかかわっている。過酷な労
働を強いられる労働側にとっては，生存権人権をいかに確保するか，守っていくかぎりぎり
の“ｬい”を繰り返していた現実がある。それに社会主義のイデオロギーその浸透がかかわっ
てくる。だが，A．チャンドラーの目は一切というほど向いていない。
　労働問題労使関係，労働組合，労働協約，福利厚生，労働者の権利，一切言及なし，した
がって，体制そのものを問うことがほとんどない。それは彼の歴史観から来るというよりは，
彼自身がきわめて恵まれた環境で育ったことによるものであろう。自らヘンリー・バーナム・
プアーの孫であることを自認し，その祖父に関する一書も残しているが，名前に入っている
Alfred・D・ChandlerJrの“D”は“Du　Pont”に拠っているとも。ともあれ経済的には恵ま
れた環境の中で研究生活を続けてきた研究者であり，しかも彼が研究の資料にしてきた実証の
材料としてその多くが門外不出のデータであったと思われる。
　さらに「三つ又投資」（three　pronged　investment）を問題視する。寡占市場であることを
前提にしての競争であり，そこでの地位を強固にするための「三つ又投資」である，と。90）
だが、それとて市場において同業他社を意識することを全くといってよいほどする必要のな
かった企業にこそとることのできた余裕ではなかったか、といいたい。きびしい競争にさらさ
れている企業にとっては、いずれかの一つへの投資あるいは集中だったのではないか，とい
いたい。それも生産か流通のいずれかではなかったのか。
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　「『一番手企業の優位』（＝丘rst　mover　advantages）は普遍的であり，通常は，その会社はリー
ダーとしての地位を持続できる，と新正統派（ニA．チャンドラー）は論じる。この主張を拡
張すれば　こうした企業の本社が所在する国はt国の競争優位を持続的に得ることになる。ま
た，「比較優位よりも『一番手企業の優位』のほうが，成長のプロセスにとって決定的に重要
だということになる。」91）経済体制としての資本主義を把え，そこでは市場経済のメカニズム
が作動していることをみれば，しかも現実にあってはその多くの市場が寡占状態にあることを
みれば問うべきは，やはり市場占有率の高さを持つ企業であり，プライスリーダーシップを
握る企業であろう。だが，Lハンナはそれを国の競争優位に結びつけるのであろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　※　　　　　　　　※
　僚友，安部悦生は，2006年3月に開催された「経営戦略学会」大会での特別講演，「ポスト
チャンドラー・モデルを考える」の中で次のように述べている。「1980年代以降ソフトの組
織論への移行という問題と，いま一つは，IT革命第3次産業革命「スピードの経済」等，
新しい現象がいろいろ出てきましたが，従来のチャンドラー・モデルではそれらを分析できな
いということで，現在，チャンドラー・モデルには2つの限界が立ち塞がっていると考えま
す。」92）ここでのソフトの組織論とは，公式組織論を中心とした理論をハードの組織論として
いるのに対しての対比で，その内容としてはインフォーマルな人間関係，リーダーシップ論
企業文化論モチベーション論などを把え，組織編成（＝機構）や管理手法を用いていかに企
業目的を追求するかに主眼がおかれていたことからすれば、今日ではむしろそうした組織を活
かす，活用する，いかに機能的な組織にするか，さらにいえば組織の硬直化，官僚制を避けて，
組織に人々をいかに結びつけるかに移っているとみているように思われる。第2の点は，一例
としてここではIT革命があげられているが，技術面での大きな変化変革との関連でみた場
合の「チャンドラー・モデル」の「分析」できないことをもって，限界とみている。技術レベ
ルでみても，A。チャンドラーが取り上げた1920年代のビッグ・ビジネスにおいてみてもそれ
は現われていないことであって，幾分、望蜀の感があることは否めないのではないのか。この
点についてはむしろ，私はA．チャンドラーに同情する。それ以上に，ここでむしろ問いたい
のは，歴史研究として把えた1920年代の大企業に向けた分析手法を“モデル”として踏襲し
て現実を把えようとする企図に若干の疑問を持つ。むしろ，安部悦生の歴史観を問うべきであ
ろうか。
　「80年代，チャンドラーはOrganizational　Capabilityを使いました。大きいことは良いこと
だけではない，厳密に言えば，大きいことは必要条件である，と。言い換えれば，企業が競争
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力を持つためには，すなわち成功するためには，大きくなければダメだと，大きいから良いと
いう訳ではないが，大きいことが必要条件だと解釈できます。逆に言えば、小さいままではダ
メであると。」93）
　さらに続けて，
　「．．．『大きいことはいいことだ』という1960年代か70年代に流行ったコマーシヤルソング
を覚えておられると思います。しかし，あのメッセージは企業組織の面では間違いです。大き
いことは必要条件で，それを達成する為に「規模の経済」，「統合の経済⊥後に「範囲の経済」
も使い出しますが，そういうものが必要であるということです。」94）
　ここで安部悦生は卑近な例を出しながら，単純に大きいことは企業活動にとって，それだけ
では決して求めることではないと説く。さらにいえば，「企業組織の面では間違いです，とま
で述べる。大きいことを，それを必要条件であると説いて，むしろそれを達成するために，規
模の経済統合の経済，範囲の経済が必要であると説く。その目は企業組織に向けられ，その
巨大化した企業組織をいかに運用するか，使いこなすか，活力をひき出す点に中心がおかれて
いるように思える。しかし，ここでできればやはり“大きい”という点で，市場との関連，市
場での“大きい”ことが持つ意味を考えてほしかった，というのが，私のこだわり。どうして
も疑問は残る。つまり，大きいことの市場経済のメカニズムの中での持つ意味は競争であり，
競合し合う関係におかれた時に，相手よりも大きいことの持つ意味は，その競争優位になって
あらわれることをみれば，やはり同一産業，さらには同一製品市場など，競争する市場での市
場占有率の大きさはやはりみるべきことではないのか，といいたい。たしかに，A．チャンド
ラーの目は組織内部に，さらにそこでの組織能力に向けられていたこと，それは重要であり，
大きな特徴であることは否定しない。しかし，繰り返すことでもあるが，A．チャンドラーが，
「戦略と組織」で取り上げている4つの企業は，いわばスーパー・メジャーともいうべき，そ
れぞれの産業，製品市場，さらには地域や機能面でみても他に争う企業のないほどの，同業他
社がかすんでしまうなどの高い市場占有率を持つ企業である。それを中心とした企業戦略であ
り，企業組織だったということは再確認していいのではないのか，と思われる。A．チャンド
ラーがこの中で示した研究もすぐれた成果であること，それも否定しない。問題は，それを戦
略論として，組織論としてどれほど一般化，普遍化できるかということであって，そのかぎり，
すぐれた“モデル”ではあっても，多くの競争のきびしい，いつも同業他社，ライバルを念頭
に企業活動を行なっている企業相互にあっては，あるいは多かれ少なかれせめぎ合う市場での
企業についてみた場合，少し遠い存在に写るというのではないのか。参考にならない，と多く
は避けると私はみる。
　大きい，小さいは，勿論，企業規模とのかかわりの大きい，多くは比例的関係にあることを
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認めないわけにはいかないが，それでもやはり基本的には一つの国民経済というようなマクロ
のレベルでの市場の広がりの中でのその相対的にみての比較のうえでの，したがって，競争関
係においてみれば，やはり市場占有率は大きい指標であると思われる。それはそもそも独占禁
止法が何故とられたかを考えれば明らかであろう。EU化にみるような地域経済圏の拡大，さ
らにはグローバリゼーションによっての分野によってはすでに地球規模での競争が展開されて
いる分野では，やはり，そこでも市場占有率はそのマクロの市場との関連で問われるとみるべ
きであろうと思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　N　　　｝　　　N　　　N　　　N　　　N　　　｝　「『規模』，『統合』，『範囲』という三つの経済を実現するために，大規模に投資するという
ことが非常に重要で，これは『スケール・アンド・スコープ』＿，そこで使われたthree
pronged　investment《『三つ又投資』という訳》が重要であるということです。．．。この三つ又
投資は簡単に言えば，生産・流通・経営への三方向投資であり，この3つの領域に大規模に投
資しない限り，企業は成長，存続できないとの含意です。」95）ここでの三方向，三つ又投資を
することのできる「大規模に投資できる」企業は，やはり大きい企業が資金の面でみても有利
であることを思えば，「大きい」ことをここで否定する主張とは矛盾しているようにもとれる。
生産流通，経営へと幅広く投資活動を展開できる企業とて，等しくどの企業にもとはやはり
難しいところがあるのではないのか。おそらく巨大な規模であることに安住し，組織も硬直化
し，官僚制化し，需要に市場での適応力を欠いたそうした企業を想定しての「大きい」ことは
「企業組織の面では間違い」といっているのではないのか。なお真意を探りたい。ドアをノッ
クするほうがはやいか。
　「チャンドラーにとって発明家パイオニア企業はさほど重要ではない。重要なのは何かと
言うと，三つ又投資を遂行したファースト・ムーバー，私達は「一番手企業」と訳しましたが，
ファースト・ムーバーが大事で，発明家パイオニア企業ではない。」96）Aチャンドラーは発
明家，「パイオニア」（＝「実用化した人」「商品として売り出した人」）にさほど重きを置いて
いない，重要性を認めていないと安部悦生もそれにならってここで一蹴する。それに素直にし
たがっていいのかという疑問がないわけではない。たしかに，われわれの分野には最初の企業
者＝失敗者というケースは多くみるところであって，そのかぎり首肯できる。しかし，実用化
した人，商品化した人＝パイオニァまで含んでとなるとAチャンドラーに異論を唱えたくな
るのではないのか。ヘンリー・フォードは「T型」車，その量産化，小型車の実用化で経営の
基盤を形成したのではなかったのか。バイエル社が開発した「アスピリン」は100年を経た今
日とて依然としてバイエル社の主力製品の一角を形成する，最初に開発したメーカーではな
かったのか。地下足袋を開発，実用化した石橋正二郎は，国産品愛用を追い風に今日のブリジ
ストンの基盤をつくったのではなかったのか。味の素も。インスタント・ラーメンの日清食品，
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安藤百福も。
　「三つ又投資を遂行することによって，大きいことが必要という条件を満たして，競争力や，
ポーターが言う競争優位を保つことができると。二番手企業はなかなか追いつくことができな
い。最初に三つ又投資を実行するファースト・ムーバーが非常に重要であり，セカンド・ムー
バーではなかなかキャッチアップできない。そこが『スケール・アンド・スコープ』の一番の
論点でした。」97）日本訳にもかかわった，A．チャンドラーに熟知している者の言である。それ
は今日では多くの産業，製品市場でみる寡占体制下でのプライスリーダーシップを握る企業，
独占企業それを追うフォロァーとどこがちがうのか，と。ファースト・ムーバー，セカンド・
ムーバーのさらにはサードムーバーにしろその差は，区別はやはり，市場での地位，マーケッ
ト・シェアの差からくるのではないのか。戦後の日本のビール市場において，その市場占有率
を638％まで保有するに至ったキリンビールはここでいうファースト・ムーバーだったのでは
ないのか。それをスーパードライで「なかなかキャッチアップ」できないことをやってのけた
のがアサヒビールだったのでは，それでも両社の競めぎ合いは，依然として拮抗しているのに
は変りない。（アサヒビール379％，キリンビール37．8％，サッポロビール12．5％，サントリー
11％「日本経済新聞」2008年1月17日夕刊）「『スケール・アンド・スコープ』で一番重要な
のは組織構築能力，Organizational　Capability，言い換えれば三つ又投資ですが，それを実行
することによって経営階層組織つまりマネージャーのハイアラーキーが成立する。経営階層
組織がなければだめなんです。簡単に言えば，組織の時代ですね。個人から組織の時代になっ
た。」98）ここで述べていることの大筋は同意する。講演ゆえ必ずしも十分示していなかったの
かもしれないが，ここでの「経営階層組織」「マネージャーのハイアラーキー」という表現か
らすると一企業内部にのみ目が向けられるとみるが，A．チャンドラーの場合，分社化してい
るのもその範囲に含んでいることを思えば，グループ企業，企業集団をも含む，親・子関係も
含んでの企業管理組織とみるのが妥当と思われるが．．．。ソニーでいえば，ソニー本体を中心
としたその傘下に入る約950社。トヨタについていえば，子会社約530社が入ってくるが，デ
ンソー・トヨタ車体などを含めればもっと大きく把えるべきであろう。99）
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　　　　　　　　　　　　　　　第2表企業隻団の状況（トヨタ自動車）
　当社および当社の関係会社【子会社554社および関連会社228社（平成16年3月31日現在）に
より構成】においては，自動車事業を中心に，金融事業およびその他の事業を行っています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆：連結子会社　※：持分法適用会社
層トヨタ自動車　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←製品の流れ
ぐ・・…サービスの流れ
☆日野自動車（株）
刄_イハツ工業（株）
国内製造会社 海外製造会社
☆トヨタ自動車九州（株1　　☆トヨタ自動車北海道（株）
刄gヨタ車体（株）　　　　　☆関東自動車工桑（株｝
刄Aラコ（株）
ｦ（株）豊田自動織機　　　　　※愛知製鋼（株）
ｦ豊田工機（株）　　　　　※アイシン糟機（株｝
ｦ（株）デンソー　　　　　　　※豊田合成（株）
ｦアイシン・エイ・ダブリュ（株）ほか
☆トヨタモーターマニュファクチャリングケンタッキー（株）
刄gヨタモーターマニュファクチャリングインディアナ（株）
刄gヨタモーターマニュファクチャリングカナダ（株）
刄gヨタモーターマニュファクチャリング（UK）（株｝
刄^イ国トヨタ自動車（株）
刄gヨタモーターコーポレーションオーストラリア（株）
刄Aストラ・ダイハツ・モーター（株）
ｦニューユナイテッドモーターマニュファクチャリング（株｝ほか
国内販売店　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海外販売会社
☆東京トヨタ自動車（株）　　☆東京トヨペット（株）
剔蜊繝gヨペット（株）　　　☆トヨタ東京カローラ（株》
刳?椏坙?P動車（株）
ｦ兵庫ダイハツ販売（株）ほか
☆米国トヨタ自動車販売（株）
刄gヨタモーターマーケティングヨーロッパ（株）
刄hイツトヨタ（有）
ｦ英国トヨタ（株｝
ｦヒノ・モータース・セールス・タイランド（株｝
ｦダイハツ・ドイツ（有）ほか
　　　　　　　；　　　　　　　　　　　　　　唱燉Z会社
☆トヨタファイナンス（株）
刄gヨタモータークレジット（株）ほか
．．．．．．．．．「 海　外　販　売　店
?
顧　　　　　客
　上記以外の主要な会社としては，北米の渉外・広報・調査活動を行うトヨタモーターノースアメリカ（株），北米の製
造会社を統括するトヨタモーターマニュファクチャリングノースアメリカ（株），欧州の渉外・広報活動を行うトヨタモー
ターヨーロッパ（株），欧州の製造会社を統括するトヨタモーターエンジニアリング・マニュファクチャリングヨーロッパ
（株），金融会社を統括するトヨタファイナンシャルサービス（株）があります。
　出所「トヨタ自動車」有価証券報告書平成6年版から。
　たしかに協豊会というその名の通りの豊田に協力する会社群を持つ。その一群は明らかに一
つの運命共同体の様相を呈しているのではないのか。トヨタの業績が伸びれば協豊会及びその
さらにそことの結びつき部品供給群として同様に伸びる。さらにいえば部品の欠陥が問われれ
ばトヨタにもその影響が及ぶこととて明らかであろう。ここでも実質こそ問うべきであろうと
思われる。
　安部悦生はさらに述べる。
　　「チャンドラーの理論的バックグラウンドとしては，中核能力つまりコア・コンピタンスの
ハメル＆プラハラッドなんかも，ポーターと同じく，私はチャンドラーとだいたい同系統の議
論であると思っています。チャンドラーだけが批判されるのも奇妙といえば奇妙です，」100）
と。A．チャンドラーがみたのは，把えたのは，そしてそれが重要であるとみたのは，他を圧
して大規模化した巨大企業がひたすら自社の内部に力点を置く，強化する事が可能である，そ
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れが企業活動にとって有効であるとしたことと，同列において果して論ずることができるの
か，と疑問は残る。さらにその後では非公式組織を重視する学派としてのミンッバーグなどと
の対比でチャンドラー，ポーターを「公式組織を重視する学派と括って，「むしろ私はチャン
ドラーとポーターはかなり近いと把えている」101）と安部悦生は述べている。
　「チャンドラー・モデルでは，大きいことが必要条件であるというのが基本テーマです。だ
が80年代以降，IT革命が進展し，その渦中で，有名な本，シューマッハの『スモール・イズ・
ビューティフル』では，大きいことは良いことではない，また必要条件でもない，小さいこと
の方が美しくパワーがあると主張しています。」102）チャンドラーが大企業の多角化事業部制
が現出してきたのは1920年代のアメリカでのこと。さらにいえば，アメリカにおいてもまだ
大規模企業があらゆる産業分野に広く普及しているというわけでない，最初に，しかも突出し
て現われた四社を取り上げたこと，ましてやアメリカ以外の他の国にそれと比肩する例が同じ
ような産業分野にみられたかといえば，それとて皆無に近い状態でのことである。明らかに市
場の状況，競争の在り方，産業構造，資本主義の発展にみる成熟の度合いは，1980年代とは
異なっているとみるべきではないのか。何故，1980年代のITの時代に飛び比較するのか。“ス
モール”の意味がちがうのではと思うのだが。安部悦生はそれを「発想の転換」と呼んでいる
が，彼は歴史家のはず。何故，もっと歴史的事実に忠実にならないのか。
　「90年代に入ってからは，フラットニング《フラット化》，フラット組織それからダウン
サイジング，アウトソーシング，ファブレス・ファウンドリー，SCM，そういう新しい概念
が登場」103）してくることに注目している。90年代のアメリカの立ち直りをもそれを「奇跡」
のようにと呼んで104）いるが，ここであげている現象は広く及んでのことであって，決してア
メリカに限定してのことではなかったのではないのか，と思われる。主要と思われていたアメ
リカの産業分野の中には完全に「空洞化」を招いた業種さえも生じてきていたことを思えば，
アメリカの立ち直りの要因が何によっていたかは，より多くの分析を必要とするように思われ
る。
　安部悦生はさらに述べる。
　「チャンドラーのロジックで行くと，アメリカ企業はそのロジック通りにやらないからダメ
になった。日本はやっているから，成功しているという展開」105）とみる。何故，歴史に分析
を加えた内容そこで明らかになった内実を機械的に現代に持ってくるのか，ここが私には理
解に苦しむ。こうなると彼は応用歴史学，応用経営史を考えているのであろうか。現実はそれ
ほど歴史に対応しているとみているのであろうか。まだ続く。「だからアメリカ人はしっかり
しなさいというのがメッセージだったのです。90年代に入るとそうした状況は一変した。日
本企業がダメになって，アメリカ企業が良くなった。チャンドラーの基本的なメッセージが簡
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単に転倒してしまった」106）と受けとめるのだ。私には一つの理論で，モデルで現実が解き明
かすことができるほど容易とは思わない。よくなった，ダメになったの判断との結びつきを求
めすぎているきらいはないのか。
　「チャンドラーのモデルでは，フラットニング，ダウンサイジング，アウトソーシング，ファ
ブレス・ファウンドリー，そういうものは全然出てきません。」107）私はそれは当然と思う。“モ
デル”と受けとめたところにこそ狂いが生じたのではないのか。私は，チャンドラーの用いた
歴史の方法にはモデルとでもいうべき一般性，普遍性はみたとしても，取り出した“成果”を
時代を異にするところに転用するのにはやはり無理があるのでは，といいたい。
　それは同様に，H．ファイヨールの理論にも向けられている。統制の範囲を説いたH．ファイ
ヨールの何人ぐらいまでが適当，限度したがって大きくなれば階層制を形成するとみたこと
を，IT化によって，トップとの直接の対話さえも可能になったビル・ゲイツの例をあげてい
るが，lo8）これとてモデル化の弊害ではないのか，といいたい。　Hファイヨールが私の時代に
はITがなかったのだもの，と泣くのではないのか。109）
　「．．。戦略の面でも非常に大きな変化が現れました。チャンドラーの帰結は多角化と事業部
制でしたが，その変化が1980年代には上手くいかなくなった。これに代わって，選択と集中
が登場した。」11e）この点についても市場の状況の変化，産業構造の変化，国際化の進展，等を
無視してはやはり論じえないのではないのか。
　安部悦生はさらに次のように述べている。
　「日本企業にとって，『総合』というのは1つの取り柄で，70年代80年代は非常に評価され
ていました。けれども，むしろ総合はダメだと，専業でなければだめだというふうに風向きが
変わりました。これはアメリカ企業でもそうですし，多角化ではなく，選択と集中を評価する
ことが流行になった，」lll）と。「総合」から「選択と集中」へという動きがアメリカや日本の
企業の場合にみられること，それは否定しない。しかし，「流行」で処理してしまっていいの
であろうかという点については疑問が残るといいたい。むしろ競争市場との関連，さらには次
第に深く浸透してきていると思われるグローバリゼーションの影響が明らかに短期思考を促し
ているのではないのか，といいたい。
7．結び
　1962年，A．チャンドラーはその著「戦略と組織」で，アメリカを代表する1920年代のビッグ・
ビジネスが，互いが示し合わせたわけでもないのに，事業部制の導入という分権化，経営革新
を果たしたことに注目し，そこでの「戦略と組織」との関連を説いた。例示されていたその詳
細な分析が加えられていたのはデュポン，GM，スタンダード・オイル・オブ・ニュージャー
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ジーそしてシアーズ・ローバック社である。より厳密にいえば，それらは世界でみても飛び抜
けた大企業であったのでもある。企業の成長・拡大を計画し，それを現実の企業活動の中で実
施していくこと，それを戦略（Strategy）と把えた。より正確には，企業の基本となる長期目
的を決定し，それに近づけるために活動計画を策定し，企業の持つ資源を割り当てることとし
た。それを管理活動を通じて組織化をはかることに機構（Structure）という言葉を用いた。
ここから長く使われた命題，“組織は戦略に従う”が取り出されたのであったが，多くの研究
を重ねた晩年にあっては，組織も戦略に影響を与える，と逆も成り立つことを説いたのである
から，ここでみるかぎり，彼とて結局は歴史の中から相対主義を学びとったのではなかったか。
　だが，1962年のここでのA．チャンドラーの戦略論は，「チャンドラー・パラダイム」ともい
うべき戦略論のその後の研究に多大な影響を与えたのでもある。戦略とは，との定義をみれば，
それは多くを知るところといってよい。だが，ここでの検討はそれとて，Hファイヨールの「計
画」論からどれだけでていたというのか，どれだけ差を認めるのか，私はないとみた。
　企業戦略は，きわめて現実的で，具体的な状況で展開されているだけに，より現実に近づけ
てみる必要があるのではないのか。明らかに市場においての競争にあってライバルはどこと特
定されて，繰り返される競めぎ合いの状況に私は企業戦略論をみたい。大きくは主要製品や
サービス分野での市場占有率をめぐる争いが中心である。だが，現実にはもっと具体的，現実
的で事業ごとに，機能ごとに，そして市場それぞれで明確にライバルを特定してのせめぎ合い
にみたい。あらゆる面での競争であり，あらゆる面での戦略である。
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